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株式会社東京テレポートセンターほか２団体 

 

第１ 監査対象の概要 

 １ 事 業 の 内 容 

（１）事 業 の 目 的 

   株式会社東京テレポートセンター（以下「テレポートセンター」という。）は、東京都の「臨

海部副都心開発基本計画」（昭和６３年３月策定、以下「基本計画」という。）に基づき、臨海

副都心に建設されるテレポートタウンにおいて、通信サービスを提供するための高度情報通信

基盤の整備、その運営等を目的として、平成元年４月に設立された会社である。 

   東京臨海副都心建設株式会社（以下「臨海副都心建設」という。）は、東京都の基本計画に基

づき、臨海副都心区域内の都市基盤施設の整備、都市づくりにおけるモデルビル（フロンティ

アビル）賃貸等を目的として、昭和６３年１１月に設立された会社である。 

   竹芝地域開発株式会社（以下「竹芝地域開発」という。）は、「竹芝ふ頭再開発事業の基本計

画」（昭和６０年９月策定）に基づき、老朽化した竹芝ふ頭の再開発、業務施設・商業施設・都

市ホテル等都市機能施設の整備・運営等を目的として、昭和６２年７月に設立された会社であ

る。 

   この３社は、いずれも東京都と民間の共同出資（第三セクター方式）により設立されている。 

   また、竹芝地域開発は平成８年度、テレポートセンター及び臨海副都心建設は平成９年度に、

いずれも債務超過となったことから、３社の経営を改善するため「臨海関係第三セクターの経

営安定化策」（平成１０年３月３０日、以下「経営安定化策」という。）を策定し、その経営安

定化策に基づき、平成１０年度からテレポートセンターに事業を集約している。 

   なお、経営安定化策の概要は、表１のとおりである。 

 

項　目 内　　　容
（１）賃料収入の増収対策 約８７億円

会社側の内部努力 （２）人件費・諸経費の削減等 単年度約２４億円
　①　役職員の大幅削減による人件費削減 単年度約　８億円
　②　管理経費等の見直しによる諸経費の圧縮 単年度約１０億円
　③　その他の増収対策の実施 単年度約　６億円
平成１０年度から平成１９年度までの１０年間の支援額 約２７０億円

東京都の支援 　①　臨海副都心建設とテレポートセンターの地代を７５％減額 約１３３億円
　②　テレポートセンターへの３０億円増資 ３０億円
　③　３社に対し、総額１０７億円を無利子貸付 １０７億円
（平成１０年度５０億円、平成１１年度３７億円、平成１２年度２０億円）

金融機関の協力

開始時期 平成10年4月1日

（表１）経営安定化策の概要

東京都と同程度の支援
　①　金利の引下げ等による金利負担の軽減　
　②　元利の棚上げ、円滑な融資等による資金繰り支援
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（２）事 業 の 現 況 

テレポートセンターが行っている主な事業は、ビル事業、情報通信事業、施設管理事業、管

理受託事業である。 

 ア ビル事業 

テレポートセンターが所有するテレコムセンタービルに加え、サブリース契約によって臨

海副都心建設から一括賃借した台場、青海及び有明フロンティアビル並びに竹芝地域開発か

ら一括賃借したニューピア竹芝ノースタワー、ニューピア竹芝サウスタワー及び都市ホテル

棟の賃貸事業を行っている。 

なお、賃貸ビルの入居状況は、表２のとおりである。 

   

（表２）賃貸ビルの入居状況

区　　　分 所有者及び
サブリース賃料 開業年月 貸付対象 入居率 貸付対象 入居率

面積 面積
テレコムセンタービル テレポートセンター 平成８年　２月 71,080 99.3 71,080 95.0
台場フロンティアビル 臨海副都心建設 平成７年１１月 32,854 98.4 32,854 100.0
青海フロンティアビル ５，５９２百万円 平成８年　２月 27,127 67.0 27,127 76.4
有明フロンティアビル 平成８年　２月 30,170 78.6 30,336 76.2
ニューピア竹芝ノースタワー竹芝地域開発 平成３年１０月 22,524 95.6 22,524 91.4
ニューピア竹芝サウスタワー５，９８８百万円 平成７年　８月 30,322 98.2 30,322 81.5
都市ホテル 平成７年　９月 37,292 100.0 37,292 100.0

合　　　計 251,369 92.8 251,535 90.1

（単位：㎡、％）
平成１４年度末平成１３年度末 

 

 

イ 情報通信事業 

臨海副都心における高度情報通信事業の拠点として、光ファイバーを利用した高速デジタ

ル伝送サービス、映像伝送サービス等の地上系通信事業、共同利用地球局を賃貸する衛星系

通信事業、小笠原地区・南北大東島のテレビ難視聴対策事業、臨海副都心地域内の電波障害

対策事業を行っている。 

なお、情報通信事業の実績は、表３のとおりである。 

 

  

区　　分 事　　項 平成１３年度 平成１４年度

高速デジタル回線数 229　　回線 251　　回線

映像伝送回線数 139　　回線 134　　回線

（表３）情報通信事業実績

通信（地上系）
 

 

ウ 施設管理事業 

 施設管理事業は、東京夢の島マリーナの管理運営事業であり、都との「建物、工作物等及

び物品無償貸付契約書」に基づき「東京夢の島マリーナの管理運営に関する協定」を締結し、
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平成１０年４月から自主事業として行っている。 

なお、施設管理事業の実績は、表４のとおりである。 

 

区　　分 事　　項 平成１３年度 平成１４年度

夢の島マリーナ 契約隻数 ５４９隻 ５４５隻

（表４）施設管理事業実績

 

 

      エ 管理受託事業 

臨海副都心地域内の海上公園管理、都市基盤施設管理等の事業を都から受託しており、そ

の事業の実績は、表５のとおりである。 

 

（単位:千円）
区　　分 概　　　　要 平成１３年度 平成１４年度

臨海副都心区域内都立海上公園(青海北ふ頭、青

海上公園管理受託事業 海南ふ頭、水の広場、有明西ふ頭、東八潮緑道、

シンボルプロムナード）の維持管理

（公の施設の管理委託） 管理区域約３８．８ｈａ

臨海副都心区域内共同溝の日常管理業務　

共同溝１５．８６㎞

臨海副都心区域内未処分地の警備、日常点検及び

維持補修

国際展示場駅前広場及び東京テレポート駅前広場

の警備、維持補修業務　

合　　　計 1,063,055 887,028

駅前広場管理受託事業

（表５）管理受託事業実績

572,299

419,014

54,456

共同溝管理受託事業

未処分地管理受託事業

17,283 12,042

458,940

374,111

41,932

 

 

（３）都 と の 関 係 

ア テレポートセンター 

都は、テレポートセンターに対し資本金１７６億１，５００万円のうち、９０億８，００

０万円（５１．５％）を出資している。 

また、経営安定化策の一環として、平成１１年度２０億円、平成１２年度２０億円の無利

子貸付（貸付期間２０年、元金一括償還）を行っている。 

さらに、委託料として、平成１４年度８億８，７０２万余円を支出するとともに、テレコ

ムセンタービル用地（２２，０００㎡）及び有明サイト用地（１，４０７㎡）の貸付け（平

成１４年度貸付料１億７，９５７万余円）を行っている。 

イ 臨海副都心建設 

都は、臨海副都心建設に対し資本金２２０億円のうち、１１４億４，０００万円（５２％）

を出資している。 
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また、経営安定化策の一環として、平成１０年度３０億円の無利子貸付（貸付期間２０年、

元金一括償還）を行っている。 

さらに、「臨海副都心の都市基盤施設の整備に関する基本協定」（平成２年３月１３日）に

基づく臨海副都心地域における都市基盤整備工事費等の臨海都市基盤整備貸付金（平成１４

年度末貸付残高２，２７４億３，５１２万余円）を貸付けるとともに、フロンティアビル用

地（２５，６４４㎡）の貸付け（平成１４年度貸付料２億２，７２１万余円）を行っている。 

なお、平成１０年度までに都市基盤施設のすべてを都に引き渡したことにより事業は終了

しているが、都の買取代金は平成１９年度までの延払いとなっている。 

ウ 竹芝地域開発 

都は、竹芝地域開発に対し資本金１５０億円のうち、７５億７，５００万円（５０．５％）

を出資している。 

また、経営安定化策の一環として、平成１０年度２０億円、平成１１年度１７億円の無利

子貸付（貸付期間２０年、元金一括償還）を行っている。 

さらに、ニューピア竹芝ノースタワー用地（５，７１９㎡のうち持分６８．２％）につい

ては地上権設定契約を、ニューピア竹芝サウスタワー及び都市ホテル棟の用地（８，６２６

㎡）については貸付け（平成１４年度貸付料１億１，６３６万余円）を行っている。 

 

２ 組 織 

   ３社は事務所を江東区有明三丁目１番地２５に置き、役員及び職員の状況は表６のとおりであ

る。 

 

（表６）役職員の状況（平成１５．３．３１現在）
（単位：人）

区　　　分 代表取締役社長常務取締役取締役 常勤監査役 監査役 役員合計 常勤職員
テレポートセンター 1 2 (4) 1 (2) ４（６） ８６〔２３〕 

臨海副都心建設 (1) 0 (6) 1 (2) １（９） 0

竹芝地域開発 (1) 0 (6) 1 (2) １（９） 0

（注）１（　）の数値は非常勤職員の別計であり、〔〕内の数値は都からの派遣職員で内書きである。

　　　２臨海副都心建設及び竹芝地域開発の常勤監査役はテレポートセンターの常勤監査役が兼務している。  

 

第２ 監査の範囲及び実地監査期間 

１ 監 査 の 範 囲 

  平成１４年度の事業について実施した。 

２ 実地監査期間 

（１）港 湾 局             平成１５年１１月１１日及び同月２７日 

（２）テレポートセンターほか２団体    平成１５年１１月１２日から同月２５日まで 
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第３ 監 査 の 結 果 

 １ 経営状況について 

 （１）経営成績 

   ア テレポートセンター 

     平成１４年度の経営成績は、別表１テレポートセンター比較損益計算書のとおり、６億３，

７１８万余円の当期損失を計上している。 

     営業収益は表７のとおり、２７０億９，４４５万余円で、前年度（２７８億６，４４８万

余円）と比較して７億７，００２万余円（２．８％）減少している。これは主に、ビル事業

収入が５億６６０万余円、管理受託事業収入が１億６，７６４万余円それぞれ減少したこと

によるものである。 

営業費用は２５３億７，０２４万余円で、前年度（２６０億１，９４８万余円）と比較し

て６億４，９２３万余円（２．５％）減少している。これは主に、ビル事業原価が３億８３

４万余円、管理受託事業原価が１億８，１２３万余円それぞれ減少したことによるものであ

る。 

この結果、営業損益は１７億２，４２０万余円の利益となり、前年度（１８億４，５００

万余円）と比較して１億２，０７９万余円（６．５％）減少している。 

次に、営業外収益は９８０万余円で、前年度（１，４７２万余円）と比較して４９２万余

円（３３．５％）減少している。 

営業外費用は２３億７，２０９万余円で、前年度（２４億５，６５５万余円）と比較して

８，４４６万余円（３．４％）減少している。これは主に、支払利息が７，６７８万余円減

少したことによるものである。 

この結果、経常損益は６億３，８０８万余円の損失となり、前年度（５億９，６８２万余

円）と比較して、損失額が４，１２５万余円（６．９％）増加している。 

 

（単位：千円、％）

平成１４年度 平成１３年度

（Ａ） （Ｂ） 増減額(C=A-B)　 増減率(C/B×100)　

ビル事業収入 24,891,447 25,398,053 △ 506,606 △ 2.0

情報通信事業収入 753,744 803,102 △ 49,358 △ 6.1

施設管理事業収入 578,739 623,644 △ 44,905 △ 7.2

管理受託事業収入 844,788 1,012,433 △ 167,645 △ 16.6

その他事業収入 25,734 27,247 △ 1,513 △ 5.6

　　　合　　計 27,094,454 27,864,482 △ 770,028 △ 2.8

区　　分
増（△）減

（表７）営業収益の内訳比較
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イ 臨海副都心建設 

     平成１４年度の経営成績は、別表２臨海副都心建設比較損益計算書のとおり、２０億６，

２８９万余円の当期損失を計上している。 

     営業収益は５５億９，２００万円で、全額がテレポートセンターからの賃貸ビルサブリー

ス賃料であり、前年度と同額となっている。 

営業費用は５３億２，８９７万余円で、前年度（５４億９４３万余円）と比較して８，０

４６万余円（１．５％）減少している。 

この結果、営業損益は２億６，３０２万余円の利益となり、前年度（１億８，２５６万余

円）と比較して８，０４６万余円（４４．１％）増加している。 

次に、営業外収益は９２億８，５４１万余円で、前年度（９２億３７６万余円）と比較し

て８，１６５万余円（０．９％）増加している。これは主に、受取利息が１６０万余円減少

したものの、雑収入が８，３２５万余円増加したことによるものである。 

営業外費用は１１６億２４８万余円で、前年度（１１７億１，３３８万余円）と比較して

１億１，０８９万余円（０．９％）減少している。これは主に、支払利息が１億２３２万余

円減少したことによるものである。 

この結果、経常損益は２０億５，４０４万余円の損失となり、前年度（２３億２，７０６

万余円）と比較して、損失額が２億７，３０１万余円（１１．７％）減少している。 

ウ 竹芝地域開発 

平成１４年度の経営成績は、別表３竹芝地域開発比較損益計算書のとおり、５億２６５万

余円の当期損失を計上している。 

     営業収益は５９億８，８００万円で、全額がテレポートセンターからの賃貸ビルサブリー

ス賃料であり、前年度と同額となっている。 

営業費用は４１億６，６１１万余円で、前年度（４２億４，８９６万余円）と比較して８，

２８５万余円（２．０％）減少している。 

この結果、営業損益は１８億２，１８８万余円の利益となり、前年度（１７億３，９０３

万余円）と比較して８，２８５万余円（４．８％）増加している。 

次に、営業外収益は６９０万余円で、前年度（２４８万余円）と比較して４４１万余円（１

７７．３％）増加している。 

営業外費用は２３億２，９１３万余円で、前年度（２３億９，７９０余円）と比較して６，

８７７万余円（２．９％）減少している。これは主に、支払利息が６，８７７万余円減少し

たことによるものである。 

この結果、経常損益は５億３４万余円の損失となり、前年度（６億５，６３８万余円）と

比較して、損失額が１億５，６０４万余円（２３．８％）減少している。 

エ ３社合計 

テレポートセンター、臨海副都心建設及び竹芝地域開発の３社は経営安定化策に基づき、
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その事業をテレポートセンターに統合していることから、３社合計の経営成績について述べ

る。 

臨海副都心建設及び竹芝地域開発は、テレポートセンターとの間に「賃貸借契約」（以下「サ

ブリース契約」という。）を締結し、それぞれが所有するビルをテレポートセンターに一括賃

貸するとともに、ビル賃貸事業をテレポートセンターに委託している。したがって、３社合

計の実質収益と実質費用は、表８のとおり、３社合計の営業収益、営業費用からサブリース

契約に係る賃料及び事務委託料を、それぞれ差し引いたものとなる。 

平成１４年度の経営成績は、表９のとおり、３２億２７３万余円の当期損失となっている。

営業損益について見ると、営業収益は２７０億７，０４５万余円、営業費用は２３２億６， 

１３３万余円であり、３８億９１２万余円の利益となっている。 

次に、営業外損益について見ると、営業外収益は９３億２１１万余円、営業外費用は１６

３億３７０万余円となっている。 

この結果、経常損益は３１億９，２４７万余円の損失となり、前年度（３５億８，０２７

万余円）と比較して、損失額が３億８，７８０万余円（１０．８％）減少している。 

３社合計の経営比率は表１０のとおりである。 

 

（表８）３社合計実質営業損益算出表

（単位：千円）

テレポート 臨海副都心 竹芝 サブリース 事務

センター 建設 地域開発 賃料 委託料

27,094,454 5,592,000 5,988,000 38,674,454 11,580,000 24,000 27,070,454

25,370,245 5,328,976 4,166,111 34,865,334 11,580,000 24,000 23,261,334

営業原価 25,041,533 5,304,214 4,145,369 34,491,117 11,580,000 24,000 22,887,117

販売費及び一般管理費 328,711 24,762 20,741 374,216 　　　　－ 　　－ 374,216

1,724,208 263,023 1,821,888 3,809,120 　　　　－ 　　－ 3,809,120

営業費用

営業利益

単純合計 実質合計区　分

営業収益
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平成１４年度 平成１３年度
科           目 金　　　額 金　　　額 金　　額 増減率(C

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） /B×100)
１　営　　業　　収　　益 27,070,454 27,840,482 △ 770,028 △ 2.8
２　営　　業　　費　　用 23,261,334 24,073,891 △ 812,557 △ 3.4
　営　業　原　価 22,887,117 23,713,672 △ 826,555 △ 3.5
　販売費及び一般管理費 374,216 360,218 13,998 3.9

３　営　業　利　益(1-2) 3,809,120 3,766,590 42,530 1.1
４　営　業　外　収　益 9,302,115 9,220,979 81,136 0.9
　受　取　利　息 2,226 7,863 △ 5,637 △ 71.7
　延払受取利息 9,186,558 9,186,558 0 0.0
　雑　　収　　入 113,330 26,557 86,773 326.7

５　営　業　外　費　用 16,303,708 16,567,846 △ 264,138 △ 1.6
　支　払　利　息 16,303,077 16,550,969 △ 247,892 △ 1.5
　雑　　損　　失 631 16,877 △ 16,246 △ 96.3

６　経　常　利　益(3+4-5) △ 3,192,472 △ 3,580,277 387,805 △ 10.8
７　特　別　利　益 7,241 2,531,933 △ 2,524,692 △ 99.7
　国庫補助金等受入額 7,241 21,117 △ 13,876 △ 65.7
　債務買戻益 0 2,510,816 △ 2,510,816 △ 100.0

8　 特　別　損　失 11,282 694,289 △ 683,007 △ 98.4
　固定資産除却損 11,282 434,891 △ 423,609 △ 97.4
　固定資産売却損 0 1,460 △ 1,460 △ 100
　固定資産圧縮損 0 6,749 △ 6,749 △ 100
　投資有価証券評価損 0 159,996 △ 159,996 △ 100
　前期損益修正損 0 91,191 △ 91,191 △ 100

９　税引前当期利益(6+7-8) △ 3,196,513 △ 1,742,633 △ 1,453,880 83.4
10　法人税及び住民税 6,220 6,220 0 0
11　当　期  利  益(9-10) △ 3,202,733 △ 1,748,853 △ 1,453,880 83.1
12　前期繰越利益 △ 84,496,066 △ 82,747,213 △ 1,748,853 2.1
13　当期未処分利益(11+12) △ 87,698,799 △ 84,496,066 △ 3,202,733 3.8

（表９）３社合計比較損益計算書
（単位：千円、％）

増（△）減

 

 

平成１０年度平成１１年度平成１２年度平成１３年度 平成１４年度 算　　式

経常利益
営業収益
経常利益
総資本

営業利益

営業収益
総費用
総収益

実質支払利息
営業収益

（注）実質支払利息は、支払利息から受取利息及び延払受取利息を控除したものである。

営業収益経常利益率

総資本経常利益率

営業収益営業利益率

総費用対総収益比率

支払利息営業収益比率

△ 30.57 △ 18.16 △ 12.21

△ 0.44 9.51 13.38

30.29 27.65 25.50

108.79

△ 12.86 △ 11.79

△ 1.02 △ 0.66 △ 0.55 △ 0.58 △ 0.54

26.42 26.28

（表１０）３社合計経営比率

（単位：％）

13.53 14.07

118.36 110.83 108.29 104.40
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（２）財政状態 

ア テレポートセンター 

     平成１４年度末における財政状態は、別表４テレポートセンター比較貸借対照表のとおり、

資産合計１，２５６億１，９８８万余円、負債合計１，３０４億７３８万余円であり、４７

億８，７４９万余円の債務超過となっている。 

     資産は前年度（１，３４２億９，０９６万余円）と比較して８６億７，１０７万余円（６．

５％）減少している。流動資産は１０９億２，７３５万余円で、前年度（１５９億４，２２

５万余円）と比較して５０億１，４８９万余円（３１．５％）減少している。これは主に、

借入金７６億２，４９０万余円を返済したことにより、現金預金が４８億２，４１８万余円

減少したことによるものである。固定資産は１，１４６億９，２５３万余円で、前年度（１，

１８３億４，８７０万余円）と比較して３６億５，６１７万余円（３．１％）減少している。

これは主に、建物等の有形固定資産が減価償却により３７億３，６０３万余円減少したこと

によるものである。 

負債は前年度（１，３８４億４，１２７万余円）と比較して８０億３，３８８万余円（５．

８％）減少している。流動負債は６４０億９，８６３万余円で、前年度（４９２億４，１３

６万余円）と比較して１４８億５，７２７万余円（３０．２％）増加している。これは主に、

長期借入金からの借換えにより短期借入金が１５３億１９６万余円増加したことによるもの

である。固定負債は６６３億８７５万余円で、前年度（８９１億９，９９１万余円）と比較

して２２８億９，１１５万余円（２５．７％）減少している。これは主に、短期借入金への

借換え及び借入金の返済により長期借入金が２２７億７，６９５万円減少したことによるも

のである。 

イ 臨海副都心建設 

平成１４年度末における財政状態は、別表５臨海副都心建設比較貸借対照表のとおり、資

産合計３，５３９億２，９９７万余円、負債合計３，７２０億１，７３３万余円であり、１

８０億８，７３６万余円の債務超過となっている。 

     資産は前年度（３，５８４億２，７０９万余円）と比較して４４億９，７１２万余円（１．

３％）減少している。流動資産は２，３４６億２，９８６万余円で、前年度（２，３５０億

４，９２３万余円）と比較して４億１，９３６万余円（０．２％）減少している。これは主

に、現金預金が３３億４，６９４万余円増加したものの、未収消費税等の減少によりその他

流動資産が３７億６８万余円減少したことによるものである。固定資産は１，１９３億１０

万余円で、前年度（１，２３３億７，７８５万余円）と比較して４０億７，７７５万余円（３．

３％）減少している。これは主に、建物等の有形固定資産が減価償却により４０億３，５５

５万余円減少したことによるものである。 

負債は前年度（３，７４４億５，１５６万余円）と比較して２４億３，４２２万余円（０．

７％）減少している。流動負債は１，３６１億１，８３８万余円で、前年度（１，０３０億
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４，００５万余円）と比較して３３０億７，８３３万余円（３２．１％）増加している。こ

れは主に、長期借入金からの借換えにより短期借入金が３３１億４，７１６万余円増加した

ことによるものである。固定負債は２，３５８億９，８９５万余円で、前年度（２，７１４

億１，１５１万余円）と比較して３５５億１，２５６万余円（１３．１％）減少している。

これは、短期借入金への借換え及び借入金の返済により長期借入金が同額減少したことによ

るものである。 

ウ 竹芝地域開発 

平成１４年度末における財政状態は、別表６竹芝地域開発比較貸借対照表のとおり、資産

合計１，１５９億４，３２４万余円、負債合計１，２６１億５，２１８万余円であり、１０

２億８９３万余円の債務超過となっている。 

     資産は前年度（１，２１４億８，６９０万余円）と比較して５５億４，３６５万余円（４．

６％）減少している。流動資産は５５億１，２７０万余円で、前年度（７９億３，１９９万

余円）と比較して２４億１，９２８万余円（３０．５％）減少している。これは主に、借入

金５４億２，９２４万余円を返済したことにより、現金預金が２４億４，７７２万余円減少

したことによるものである。固定資産は１，１０４億３，０５３万余円で、前年度（１，１

３５億５，４９０万余円）と比較して３１億２，４３６万余円（２．８％）減少している。

これは主に、建物等の有形固定資産が減価償却により３１億３，５９７万余円減少したこと

によるものである。 

負債は前年度（１，３１１億９，３１８万余円）と比較して５０億４，０９９万余円（３．

８％）減少している。流動負債は９６８億６，３０９万余円で、前年度（６５３億６，０６

７万余円）と比較して３１５億２４１万余円（４８．２％）増加している。これは主に、長

期借入金からの借換えにより短期借入金が３２０億４，４５０万余円増加したことによるも

のである。 

固定負債は２９２億８，９０９万余円で、前年度（６５８億３，２５０万余円）と比較し

て３６５億４，３４１万余円（５５．５％）減少している。これは主に、短期借入金への借

換え及び借入金の返済により長期借入金が３６８億９，５７５万円減少したことによるもの

である。 

エ ３社合計 

  ３社合計の平成１４年度末における財政状態は、表１１のとおり、資産合計５，９５４億

９，３１１万余円、負債合計６，２８５億７，６９１万余円であり、３３０億８，３７９万

余円の債務超過となっている。 

  金融機関（日本政策投資銀行を除く。）からの借入金については、経営安定化策に基づき返

済を猶予されていたが、平成１４年度に借入金の一部１１５億６５１万余円を返済したこと

により、３社合計の有利子負債は、表１２のとおり、３，３６５億７，５９２万余円となっ

ている。 

  ３社合計の財務比率は表１３のとおりである。 
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（表1１）3社合計比較貸借対照表

平成１４年度 平成１３年度

金　　額 金　　額 金　　額 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） （C/B×100)

流　動　資　産 251,069,937 258,923,485 △ 7,853,548 △ 3.0
21,472,828 25,397,798 △ 3,924,970 △ 15.5

906,659 941,065 △ 34,406 △ 3.7
延払営業未収入金 226,661,004 226,661,004 0 0

967,587 1,105,216 △ 137,629 △ 12.5
その他の流動資産 1,093,480 4,833,731 △ 3,740,251 △ 77.4

△ 31,623 △ 15,331 △ 16,292 106.3
344,423,175 355,281,474 △ 10,858,299 △ 3.1
271,189,977 282,097,541 △ 10,907,564 △ 3.9
59,870,090 59,868,594 1,496 0.0
13,363,107 13,315,338 47,769 0.4

595,493,112 614,204,960 △ 18,711,848 △ 3.0
流　動　負　債 297,080,115 217,642,097 79,438,018 36.5

960,413 1,185,344 △ 224,931 △ 19.0
286,024,925 205,531,292 80,493,633 39.2

4,086,794 4,988,474 △ 901,680 △ 18.1
2,224,468 2,083,661 140,807 6.8
1,500,159 1,507,542 △ 7,383 △ 0.5

延払未実現利益 1,725,487 1,725,487 0 0
その他の流動負債 557,866 620,295 △ 62,429 △ 10.1

331,496,796 426,443,929 △ 94,947,133 △ 22.3
299,311,187 394,496,449 △ 95,185,262 △ 24.1

5,505,481 4,483,016 1,022,465 22.8
14,534,695 15,200,785 △ 666,090 △ 4.4

受入保証金 4,006,764 4,006,764 0 0
預り保証金 7,150,080 7,150,080 0 0
その他の固定負債 988,587 1,106,834 △ 118,247 △ 10.7

628,576,912 644,086,026 △ 15,509,114 △ 2.4
54,615,000 54,615,000 0 0

△ 87,698,799 △ 84,496,066 △ 3,202,733 3.8
△ 87,698,799 △ 84,496,066 △ 3,202,733 3.8
△ 3,202,733 △ 1,748,853 △ 1,453,880 83.1

△ 33,083,799 △ 29,881,066 △ 3,202,733 10.7
595,493,112 614,204,960 △ 18,711,848 △ 3.0

（注）３社の貸借対照表の単純合計である。

投資等

資　産　合　計　

　　科　　目

有形固定資産
無形固定資産

　（うち当期利益）

長期借入金

前受金

固　定　負　債

（単位：千円、％）
増（△）減

現金預金

固　定　資　産

営業未収入金

前払費用

貸倒引当金

営業未払金
短期借入金
一年内返済長期借入金
未払費用

負債・資本合計

長期未払金
受入敷金保証金

負　債　合　計

資　本　合　計

資　本　金
剰　余　金
　当期未処分利益
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（単位：千円）

平成１４年度末 平成１３年度末 増（△）減
残高（Ａ） 増加 減少 残高（Ｂ） （Ａ－Ｂ）

有利子負債 長期借入金 50,551,000 93,833,148 144,384,148 △ 93,833,148

短期借入金 286,024,925 80,493,633 205,531,292 80,493,633

計 336,575,925 80,493,633 93,833,148 349,915,440 △ 13,339,515

増（△）減

（Ｃ－Ｄ）

支払利息 長期借入金 △ 430,504

短期借入金 177,965

計 △ 252,539

（表１２）３社合計有利子負債

7,151,147

4,078,291

3,325,395

7,403,686

3,647,787

3,503,360

項目　　年度

項目　　年度 平成１４年度末（Ｃ） 平成１３年度末（Ｄ）

平成１４年度

(注）有利子負債には、都市基盤施設整備貸付金２２７，４３５，１２０千円は含んでいない。
 

 

区　　分 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 算　式
流動資産
流動負債
自己資本
総資本
固定資産
長期資本

（表１３）３社合計財務比率
（単位：％）

流動比率

自己資本構成比率

固定長期適合率

162.75

△ 2.24

67.33

114.50 117.69 84.51118.97

△ 3.22 △ 4.51 △ 5.56△ 4.86

88.45 90.44 115.4289.59

98.19 98.98借入金総資本比率 97.55 97.86 98.50
借入金
総資本

（注）長期資本＝資本金＋剰余金＋固定負債

98.19 98.98借入金総資本比率 97.55 97.86 98.50

 

    以上、平成１４年度における経営成績及び財政状態について述べてきたが、３社とも引き続き

膨大な損失を計上しており、平成１４年度末の繰越損失額は、テレポートセンター２２４億２４

９万余円、臨海副都心建設４００億８，７３６万余円、竹芝地域開発２５２億８９３万余円、３

社合計８７６億９，８７９万余円であり、繰越損失額はますます増加する傾向にある。こうした

ことから、いずれの会社も依然として債務超過が続くなど、引き続き極めて厳しい経営状況にあ

るので、より一層会社は経営基盤の強化に努める必要がある。 
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平成１4年度 平成１３年度

科           目 金　　　額 金　　　額 金　　額 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (C/B×100)

１　営　　業　　収　　益 27,094,454,687 27,864,482,027 △ 770,027,340 △ 2.8

２　営　　業　　費　　用 25,370,245,788 26,019,482,022 △ 649,236,234 △ 2.5

　営　業　原　価 25,041,533,909 25,706,245,030 △ 664,711,121 △ 2.6

　販売費及び一般管理費 328,711,879 313,236,992 15,474,887 4.9

３　営　業　利　益(1-2) 1,724,208,899 1,845,000,005 △ 120,791,106 △ 6.5

４　営　業　外　収　益 9,801,041 14,728,816 △ 4,927,775 △ 33.5

　受　取　利　息 1,021,984 3,899,217 △ 2,877,233 △ 73.8

　雑　　収　　入 8,779,057 10,829,599 △ 2,050,542 △ 18.9

５　営　業　外　費　用 2,372,092,517 2,456,555,050 △ 84,462,533 △ 3.4

　支　払　利　息 2,371,562,689 2,448,350,479 △ 76,787,790 △ 3.1

　雑　　損　　失 529,828 8,204,571 △ 7,674,743 △ 93.5

６　経　常　利　益(3+4-5) △ 638,082,577 △ 596,826,229 △ 41,256,348 6.9

７　特　別　利　益 7,241,839 21,117,517 △ 13,875,678 △ 65.7

　国庫補助金等受入額 7,241,839 21,117,517 △ 13,875,678 △ 65.7

2,546,187 313,150,767 △ 310,604,580 △ 99.2

　固定資産除却損 2,546,187 306,400,769 △ 303,854,582 △ 99.2

　固定資産圧縮損 0 6,749,998 △ 6,749,998 △ 100

△ 633,386,925 △ 888,859,479 255,472,554 △ 28.7

3,800,000 3,800,000 0 0

11　当　期  利  益(9-10) △ 637,186,925 △ 892,659,479 255,472,554 △ 28.6

12　前期繰越利益 △ 21,765,309,364 △ 20,872,649,885 △ 892,659,479 4.3

13　当期未処分利益(11+12) △ 22,402,496,289 △ 21,765,309,364 △ 637,186,925 2.9

（別表１）比較損益計算書(株式会社東京テレポートセンター）

10　法人税及び住民税

（単位：円、％）

増（△）減

8　 特　別　損　失

９　税引前当期利益(6+7-8)
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平成１4年度 平成１３年度

科           目 金　　　額 金　　　額 金　　額 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (C/B×100)

１　営　　業　　収　　益 5,592,000,000 5,592,000,000 0 0

２　営　　業　　費　　用 5,328,976,817 5,409,439,720 △ 80,462,903 △ 1.5

　売　上　原　価 5,304,214,314 5,383,814,924 △ 79,600,610 △ 1.5

　販売費及び一般管理費 24,762,503 25,624,796 △ 862,293 △ 3.4

３　営　業　利　益(1-2) 263,023,183 182,560,280 80,462,903 44.1

４　営　業　外　収　益 9,285,413,813 9,203,761,879 81,651,934 0.9

　受　取　利　息 451,871 2,052,791 △ 1,600,920 △ 78.0

　延払受取利息 9,186,558,411 9,186,558,433 △ 22 △ 0.0

　雑　収　入 98,403,531 15,150,655 83,252,876 549.5

５　営　業　外　費　用 11,602,484,844 11,713,383,026 △ 110,898,182 △ 0.9

　支　払　利　息 11,602,383,390 11,704,709,841 △ 102,326,451 △ 0.9

　雑　損　失 101,454 8,673,185 △ 8,571,731 △ 98.8

６　経　常　利　益(3+4-5) △ 2,054,047,848 △ 2,327,060,867 273,013,019 △ 11.7

７　特　別　利　益 0 2,510,816,000 △ 2,510,816,000 △ 100

　債務買戻益 0 2,510,816,000 △ 2,510,816,000 △ 100

7,635,331 251,253,432 △ 243,618,101 △ 97.0

　固定資産除却損 7,635,331 65,232 7,570,099 　　　　－

　投資有価証券評価損 0 159,996,800 △ 159,996,800 △ 100

　前期損益修正損 0 91,191,400 △ 91,191,400 △ 100

△ 2,061,683,179 △ 67,498,299 △ 1,994,184,880 　　　　－

1,210,000 1,210,000 0 0

11　当　期  利  益(9-10) △ 2,062,893,179 △ 68,708,299 △ 1,994,184,880 　　　　－

12　前期繰越利益 △ 38,024,472,077 △ 37,955,763,778 △ 68,708,299 0.2

13　当期未処分利益(11+12) △ 40,087,365,256 △ 38,024,472,077 △ 2,062,893,179 5.4

（別表２）比較損益計算書（東京臨海副都心建設株式会社）

10　法人税及び住民税

（単位：円、％）

増（△）減

8　 特　別　損　失

９　税引前当期利益(6+7-8)
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平成１4年度 平成１３年度

科           目 金　　　額 金　　　額 金　　額 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (C/B×100)

１　営　　業　　収　　益 5,988,000,000 5,988,000,000 0 0

２　営　　業　　費　　用 4,166,111,695 4,248,969,569 △ 82,857,874 △ 2.0

　売　上　原　価 4,145,369,699 4,227,612,373 △ 82,242,674 △ 1.9

　販売費及び一般管理費 20,741,996 21,357,196 △ 615,200 △ 2.9

３　営　業　利　益(1-2) 1,821,888,305 1,739,030,431 82,857,874 4.8

４　営　業　外　収　益 6,900,662 2,488,553 4,412,109 177.3

　受　取　利　息 752,635 1,911,573 △ 1,158,938 △ 60.6

　雑　収　入 6,148,027 576,980 5,571,047 965.6

５　営　業　外　費　用 2,329,131,187 2,397,908,894 △ 68,777,707 △ 2.9

　支　払　利　息 2,329,131,186 2,397,908,894 △ 68,777,708 △ 2.9

　雑　損　失 1 0 1 　　　　－

６　経　常　利　益(3+4-5) △ 500,342,220 △ 656,389,910 156,047,690 △ 23.8

1,100,949 129,885,719 △ 128,784,770 △ 99.2

　固定資産除却損 1,100,949 128,425,586 △ 127,324,637 △ 99.1

　固定資産売却損 0 1,460,133 △ 1,460,133 △ 100

△ 501,443,169 △ 786,275,629 284,832,460 △ 36.2

1,210,000 1,210,000 0 0

1０ 当期利益(8-9) △ 502,653,169 △ 787,485,629 284,832,460 △ 36.2

1１ 前期繰越利益 △ 24,706,284,989 △ 23,918,799,360 △ 787,485,629 3.3

1２ 当期未処分利益(10+11) △ 25,208,938,158 △ 24,706,284,989 △ 502,653,169 2.0

（別表３）比較損益計算書（竹芝地域開発株式会社）

９　法人税及び住民税

（単位：円、％）

増（△）減

７　特　別　損　失

８　税引前当期利益(6-7)
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（別表４）比較貸借対照表（株式会社東京テレポートセンター）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 増減率(C

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） /B×100)

流　動　資　産 10,927,358,032 8.7 15,942,254,281 11.9 △ 5,014,896,249 △ 31.5

9,697,270,182 7.7 14,521,459,013 10.8 △ 4,824,188,831 △ 33.2

905,098,928 0.7 941,065,893 0.7 △ 35,966,965 △ 3.8

24,748,784 0.0 36,681,625 0.0 △ 11,932,841 △ 32.5

243,305,039 0.2 305,828,023 0.2 △ 62,522,984 △ 20.4

9,590,394 0.0 48,743,617 0.0 △ 39,153,223 △ 80.3

19,047 0.0 0 0 19,047 　　　－

10,675,307 0.0 10,169,775 0.0 505,532 5.0

68,273,859 0.1 93,637,698 0.1 △ 25,363,839 △ 27.1

△ 31,623,508 △ 0.0 △ 15,331,363 △0.0 △ 16,292,145 106.3

114,692,531,927 91.3 118,348,709,488 88.1 △ 3,656,177,561 △ 3.1

89,480,112,854 71.2 93,216,150,524 69.4 △ 3,736,037,670 △ 4.0

建物 68,065,148,703 54.2 69,146,160,692 51.5 △ 1,081,011,989 △ 1.6

建物附属設備 18,862,322,800 15.0 21,217,774,956 15.8 △ 2,355,452,156 △ 11.1

構築物 807,900,840 0.6 915,399,392 0.7 △ 107,498,552 △ 11.7

機械及び装置 1,634,865,590 1.3 1,816,068,571 1.4 △ 181,202,981 △ 10.0

車両運搬具 15,440,551 0.0 21,558,687 0.0 △ 6,118,136 △ 28.4

工具器具備品 94,434,370 0.1 99,188,226 0.1 △ 4,753,856 △ 4.8

12,199,942,702 9.7 12,194,753,143 9.1 5,189,559 0.0

借地権 12,047,766,062 9.6 12,045,264,857 9.0 2,501,205 0.0

ソフトウェア 39,452,260 0.0 23,430,760 0.0 16,021,500 68.4

電話加入権 6,261,219 0.0 6,261,219 0.0 0 0

電気等供給施設利用権 106,463,161 0.1 119,796,307 0.1 △ 13,333,146 △ 11.1

13,012,476,371 10.4 12,937,805,821 9.6 74,670,550 0.6

投資有価証券 4,000,000 0.0 4,000,000 0.0 0 0

差入保証金 11,157,344,999 8.9 11,157,344,999 8.3 0 0

長期前払費用 1,851,131,372 1.5 1,776,460,822 1.3 74,670,550 4.2

125,619,889,959 100 134,290,963,769 100 △ 8,671,073,810 △ 6.5

投資等

資　産　合　計　

　　科　　目

（単位：円、％）
平成１４年度 平成１３年度 増（△）減

現金預金

固　定　資　産

有形固定資産

（注）有形固定資産減価償却累計額　27,276,284千円

無形固定資産

営業未収入金

前払費用

未収入金

立替金

貸倒引当金

貯蔵品

未収消費税

仮払金
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金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 増減率(C

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） /B×100)

流　動　負　債 64,098,633,405 51.0 49,241,362,848 36.7 14,857,270,557 30.2

960,413,717 0.8 1,185,344,047 0.9 △ 224,930,330 △ 19.0

58,544,195,000 46.6 43,242,230,000 32.2 15,301,965,000 35.4

2,699,000,000 2.1 2,848,920,000 2.1 △ 149,920,000 △ 5.3

19,069,137 0.0 97,556,172 0.1 △ 78,487,035 △ 80.5

63,949,498 0.1 32,614,776 0.0 31,334,722 96.1

3,800,000 0.0 3,800,000 0.0 0 0

40,115,100 0.0 40,057,900 0.0 57,200 0.1

94,665,362 0.1 81,184,965 0.1 13,480,397 16.6

1,500,159,648 1.2 1,507,542,078 1.1 △ 7,382,430 △ 0.5

148,264,241 0.1 177,791,191 0.1 △ 29,526,950 △ 16.6

25,001,702 0.0 24,321,719 0.0 679,983 2.8

66,308,752,843 52.8 89,199,910,285 66.4 △ 22,891,157,442 △ 25.7

47,219,000,000 37.6 69,995,950,000 52.1 △ 22,776,950,000 △ 32.5

3,566,470,174 2.8 2,896,340,718 2.2 670,129,456 23.1

14,534,695,416 11.6 15,200,785,124 11.3 △ 666,089,708 △ 4.4

963,388,253 0.8 1,078,055,443 0.8 △ 114,667,190 △ 10.6

25,199,000 0.0 28,779,000 0.0 △ 3,580,000 △ 12.4

130,407,386,248 103.8 138,441,273,133 103.1 △ 8,033,886,885 △ 5.8

17,615,000,000 14.0 17,615,000,000 13.1 0 0

△ 22,402,496,289 △ 17.8 △ 21,765,309,364 △ 16.2 △ 637,186,925 2.9

△ 22,402,496,289 △ 17.8 △ 21,765,309,364 △ 16.2 △ 637,186,925 2.9

△ 637,186,925 △ 0.5 △ 892,659,479 △ 0.7 255,472,554 △ 28.6

△ 4,787,496,289 △ 3.8 △ 4,150,309,364 △ 3.1 △ 637,186,925 15.4

125,619,889,959 100 134,290,963,769 100 △ 8,671,073,810 △ 6.5

（単位：円、％）

平成１４年度 平成１３年度 増（△）減

　　科　　目　　　

営業未払金

未払法人税

未払消費税等

短期借入金

一年内返済長期借入金

未払金

未払費用

未払事業税等

剰　余　金

　当期未処分利益

前受金

預り金

賞与引当金

固　定　負　債

　（うち当期利益）

長期借入金

負債・資本合計

長期未払金

受入敷金保証金

退職給付引当金

長期前受金

負　債　合　計

資　本　合　計

資　本　金
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金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 増減率(C

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） /B×100)

流　動　資　産 234,629,869,477 66.3 235,049,236,930 65.6 △ 419,367,453 △ 0.2

6,461,544,251 1.8 3,114,599,007 0.9 3,346,945,244 107.5

226,661,004,322 64.0 226,661,004,322 63.2 0 0

525,751,708 0.1 630,655,247 0.2 △ 104,903,539 △ 16.6

970,913,427 0.3 931,637,312 0.3 39,276,115 4.2

10,655,769 0.0 3,711,341,042 1.0 △ 3,700,685,273 △ 99.7

119,300,104,841 33.7 123,377,859,594 34.4 △ 4,077,754,753 △ 3.3

103,892,346,288 29.4 107,927,901,834 30.1 △ 4,035,555,546 △ 3.7

建物 102,341,163,372 28.9 106,346,134,207 29.7 △ 4,004,970,835 △ 3.8

構築物 1,537,868,000 0.4 1,563,996,574 0.4 △ 26,128,574 △ 1.7

機械装置 1,213,465 0.0 1,491,256 0.0 △ 277,791 △ 18.6

工具器具備品 12,101,451 0.0 16,279,797 0.0 △ 4,178,346 △ 25.7

15,407,755,353 4.4 15,405,099,615 4.3 2,655,738 0.0

借地権 15,401,053,565 4.4 15,401,053,565 4.3 0 0

電話加入権 3,070,400 0.0 3,070,400 0.0 0 0

ソフトウェア 3,631,388 0.0 975,650 0.0 2,655,738 272.2

3,200 0.0 44,858,145 0.0 △ 44,854,945 △ 100

投資有価証券 3,200 0.0 3,200 0.0 0 0

長期前払費用 0 0 44,854,945 0.0 △ 44,854,945 △ 100

353,929,974,318 100 358,427,096,524 100 △ 4,497,122,206 △ 1.3

流　動　負　債 136,118,388,259 38.5 103,040,055,286 28.7 33,078,332,973 32.1

132,096,473,000 37.3 98,949,312,000 27.6 33,147,161,000 33.5

141,794,000 0.0 315,554,000 0.1 △ 173,760,000 △ 55.1

32,807,836 0.0 90,476,081 0.0 △ 57,668,245 △ 63.7

1,210,000 0.0 1,210,000 0.0 0 0

73,045,848 0.0 0 0 73,045,848 　　－

2,024,153,024 0.6 1,957,909,955 0.5 66,243,069 3.4

23,416,801 0.0 105,500 0.0 23,311,301 　　－ 

1,725,487,750 0.5 1,725,487,750 0.5 0 0

235,898,951,315 66.7 271,411,513,315 75.7 △ 35,512,562,000 △ 13.1

231,892,187,000 65.5 267,404,749,000 74.6 △ 35,512,562,000 △ 13.3

4,006,764,315 1.1 4,006,764,315 1.1 0 0

372,017,339,574 105.1 374,451,568,601 104.5 △ 2,434,229,027 △ 0.7

22,000,000,000 6.2 22,000,000,000 6.1 0 0

△ 40,087,365,256 △ 11.3 △ 38,024,472,077 △ 10.6 △ 2,062,893,179 5.4

△ 40,087,365,256 △ 11.3 △ 38,024,472,077 △ 10.6 △ 2,062,893,179 5.4

△ 2,062,893,179 △ 0.6 △ 68,708,299 △ 4.5 △ 1,994,184,880 12.4

△ 18,087,365,256 △ 5.1 △ 16,024,472,077 △ 4.5 △ 2,062,893,179 12.9

353,929,974,318 100 358,427,096,524 100 △ 4,497,122,206 △ 1.3

（注）有形固定資産減価償却累計額　29,490,747千円

　　科　　目

現金預金

延払営業未収入金

（単位：円、％）
平成１４年度 平成１３年度 増（△）減

前払費用

未収延払受取利息

その他の流動資産

固　定　資　産

短期借入金
一年内返済長期借入金

未払金

有形固定資産

無形固定資産

投資等

  資　産　合　計　

延払未実現利益

固　定　負　債

長期借入金

未払法人税等

未払消費税等

未払費用

（別表５）比較貸借対照表（東京臨海副都心建設株式会社）

剰　余　金

 資　本　合　計
 負債・資本合計

負　債　合　計

資　本　金

当期未処分利益
（うち当期利益）

受入保証金

預り金
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金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 増減率(C

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） /B×100)

流　動　資　産 5,512,709,885 4.8 7,931,994,404 6.5 △ 2,419,284,519 △ 30.5

5,314,013,834 4.6 7,761,740,267 6.4 △ 2,447,726,433 △ 31.5

198,531,141 0.2 168,733,709 0.1 29,797,432 17.7

164,910 0.0 1,520,428 0.0 △ 1,355,518 △ 89.2

110,430,538,499 95.2 113,554,905,745 93.5 △ 3,124,367,246 △ 2.8

77,817,518,093 67.1 80,953,489,316 66.6 △ 3,135,971,223 △ 3.9

建物 63,648,366,542 54.9 64,834,120,303 53.4 △ 1,185,753,761 △ 1.8

建物附属設備 13,679,214,817 11.8 15,584,502,501 12.8 △ 1,905,287,684 △ 12.2

構築物 132,189,426 0.1 144,560,044 0.1 △ 12,370,618 △ 8.6

機械装置 271,276,133 0.2 298,923,763 0.2 △ 27,647,630 △ 9.2

器具備品 86,471,175 0.1 91,382,705 0.1 △ 4,911,530 △ 5.4

32,262,392,604 27.8 32,268,742,104 26.6 △ 6,349,500 △ 0.0

借地権及び地上権 32,224,853,252 27.8 32,224,853,252 26.5 0 　　－

電話加入権 1,254,800 0.0 1,254,800 0.0 0 　　－

水道施設利用権 36,284,552 0.0 42,634,052 0.0 △ 6,349,500 △ 14.9

350,627,802 0.3 332,674,325 0.3 17,953,477 5.4

長期前払地代 313,573,407 0.3 332,674,325 0.3 △ 19,100,918 △ 5.7

長期前払費用 37,054,395 0.0 0 0 37,054,395 　　－

115,943,248,384 100 121,486,900,149 100 △ 5,543,651,765 △ 4.6

流　動　負　債 96,863,094,289 83.5 65,360,679,172 53.8 31,502,415,117 48.2

95,384,257,000 82.3 63,339,750,000 52.1 32,044,507,000 50.6

1,246,000,000 1.1 1,824,000,000 1.5 △ 578,000,000 △ 31.7

17,676,564 0.0 14,953,428 0.0 2,723,136 18.2

1,210,000 0.0 1,210,000 0.0 0 0

77,573,351 0.1 87,552,502 0.1 △ 9,979,151 △ 11.4

136,366,374 0.1 93,136,742 0.1 43,229,632 46.4

11,000 0.0 76,500 0.0 △ 65,500 △ 85.6

29,289,092,253 25.3 65,832,505,966 54.2 △ 36,543,413,713 △ 55.5

20,200,000,000 17.4 57,095,750,000 47.0 △ 36,895,750,000 △ 64.6

7,150,080,684 6.2 7,150,080,684 5.9 0 0

長期未払金 1,939,011,569 1.7 1,586,675,282 1.3 352,336,287 22.2

126,152,186,542 108.8 131,193,185,138 108.0 △ 5,040,998,596 △ 3.8

15,000,000,000 12.9 15,000,000,000 12.3 0 0

△ 25,208,938,158 △ 21.7 △ 24,706,284,989 △ 20.3 △ 502,653,169 2.0

△ 25,208,938,158 △ 21.7 △ 24,706,284,989 △ 20.3 △ 502,653,169 2.0

△ 502,653,169 △ 0.4 △ 787,485,629 △ 0.6 284,832,460 △ 36.2

△ 10,208,938,158 △ 8.8 △ 9,706,284,989 △ 8.0 △ 502,653,169 5.2

115,943,248,384 100 121,486,900,149 100 △ 5,543,651,765 △ 4.6

（注）有形固定資産減価償却累計額　27,978,273千円

（別表６）比較貸借対照表（竹芝地域開発株式会社）

資　本　合　計
負債・資本合計

 当期未処分利益

（うち当期利益）

剰　余　金

長期借入金

預り保証金

負　債　合　計

資　本　金

未払費用

預り金

固　定　負　債

一年内返済長期借入金

未払金

未払法人税等

未払消費税等

無形固定資産

投資等

資　産　合　計　

短期借入金

その他の流動資産

固　定　資　産

有形固定資産

　　科　　　　目

現金預金

前払費用

（単位：円、％）
平成１４年度 平成１３年度 増（△）減

 
 


